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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次 
第74期 

第３四半期連結 
累計期間 

第75期 
第３四半期連結 

累計期間 
第74期 

会計期間 
自 平成25年１月１日 
至 平成25年９月30日 

自 平成26年１月１日 
至 平成26年９月30日 

自 平成25年１月１日 
至 平成25年12月31日 

売上高 （千円） 26,430,731 29,362,665 35,921,353 

経常利益 （千円） 1,781,747 2,030,226 2,385,686 

四半期（当期）純利益 （千円） 1,179,961 1,358,227 1,562,546 

四半期包括利益 

又は包括利益 
（千円） 2,514,051 1,808,811 3,655,046 

純資産額 （千円） 14,321,933 17,044,923 15,462,868 

総資産額 （千円） 27,693,620 31,583,064 29,015,880 

１株当たり四半期（当期）

純利益金額 
（円） 109.85 126.45 145.47 

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 51.6 53.8 53.1 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） 1,659,590 886,760 1,697,744 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △467,410 △408,679 △773,668 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） △761,589 88,861 △1,174,118 

現金及び現金同等物の 

四半期末（期末）残高 
（千円） 4,459,256 4,506,830 3,904,670 

 

回次
第74期

第３四半期連結
会計期間

第75期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自 平成25年７月１日
至 平成25年９月30日

自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 29.45 42.07 

（注）１. 売上高には、消費税等は含まれておりません。

   ２. 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

   ３. 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指導等の推移については記載し

ておりません。

   ４. 四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

に重要な変更はありません。また、主要な関係会社に異動はありません。 

 

- 1 -



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等は行われておりません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績の分析

 当第３四半期連結累計期間における世界経済は、米国が堅調な個人消費や設備投資により景気は回復基調にある

ものの、欧州が地政学リスクの高まりによる生産活動抑制や厳しい雇用情勢等を背景に低成長を続け、又中国にお

いては住宅市況悪化等に伴う経済成長鈍化や金融機関の不良債権処理遅れが憂慮される等、依然として世界経済の

先行きは不透明な状況が続いております。このような中、日本経済においては、消費税増税後の駆け込み需要の反

動減と夏場の天候不順等により個人消費や雇用改善の動きに足踏みが見受けられるものの、好調な企業業績と在庫

調整進展による鉱工業生産改善を背景に、今後景気の持ち直しが期待されています。

 このような経済環境下、当社グループの連結売上高は293億62百万円（前年同期比11.1％増）、営業利益は16億

82百万円（前年同期比9.0％増）、経常利益は20億30百万円（前年同期比13.9％増）、四半期純利益は13億58百万

円（前年同期比15.1％増）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

[北米事業]

 各種ホース（産業用、農業用、飲料用等、多種多様なホースを取扱）の販売は現地通貨でも好調に推移し、売上

高は159億39百万円（前年同期比16.4％増）となり、営業利益は14億66百万円（前年同期比18.3％増）となりまし

た。

[産業資材事業]

 電力顧客向けのプラント用資材販売が減少したものの、建機及び農機顧客向けの量産機械用部材の販売は堅調に

推移したことから、売上高は59億80百万円（前年同期比4.5％増）となりました。利益面では排ガス規制対応に向

けた商品開発に伴う先行投資費用や物流費等増加した結果、営業利益は５億40百万円（前年同期比9.8％減）とな

りました。

[建設資材事業]

 公共向けの道路橋梁用資材や港湾土木用資材の販売が好調だった他、商業施設等で使用される「スーパー・マテ

リアルズ」や鉄道施設等で使用される「エーストン」等、マイブランド商品の販売が増加したことにより、売上高

は49億99百万円（前年同期比10.5％増）となり、営業利益は１億81百万円（前年同期比69.9％増）となりました。

[スポーツ施設資材事業]

 「タラフレックス」（弾性スポーツ床材：国際バレーボール/ハンドボール/テニス/卓球連盟認証品）の販売は

堅調だったものの、「スーパーＸ」（全天候型舗装材：国際陸上競技連盟認証品）及び「モンドターフ」(人工

芝：国際サッカー連盟認証品）の販売が伸び悩んだ結果、売上高は９億69百万円（前年同期比25.0％減）となり、

営業利益は31百万円（前年同期比67.2％減）となりました。

[その他]

 ビジネスホテル事業は外国人顧客等へのインターネット予約販売が好調だったこと、又中国事業においては建機

顧客向け量産機械用部材の販売が増加したことから、売上高は14億74百万円（前年同期比23.1％増）となり、営業

利益は１億16百万円（前年同期比817.6％増）となりました。

 

(2）財政状態の分析

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べて8.8％増加し、315億83百万円となりまし

た。これは、主に現金及び預金が６億２百万円、商品及び製品が９億46百万円それぞれ増加したことによるもので

す。

 負債合計は、前連結会計年度末に比べて7.3％増加し、145億38百万円となりました。これは、主に支払手形及び

買掛金が４億24百万円、長期借入金が１億66百万円それぞれ増加したことによるものです。

 純資産合計は、前連結会計年度末に比べて10.2％増加し、170億44百万円となりました。これは、主に利益剰余

金が11億32百万円、為替換算調整勘定が２億83百万円それぞれ増加したことによるものです。
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（３）キャッシュ・フローの状況

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結会計年度

末より６億２百万円増加し、45億６百万円となりました。主な理由は、以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果、得られた資金は８億86百万円（前年同期は16億59百万円の収入）となりました。これは主に

税金等調整前四半期純利益20億28百万円等が要因であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果、使用した資金は４億８百万円（前年同期は４億67百万円の支出）となりました。これは主に

有形固定資産の取得による支出２億16百万円及び無形固定資産の取得による支出１億17百万円が要因であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果、得られた資金は88百万円（前年同期は７億61百万円の支出）となりました。これは主に長期

借入れによる収入15億円等が要因であります。

 

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(5）研究開発活動

 当第３四半期連結累計期間の研究開発費の総額は90百万円であります。

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(6）重要な設備の新設等

 前連結会計年度において計画中であった主要な設備の新設等について、当第３四半期連結累計期間に著しい変更

があったものは、次のとおりであります。

会社名 
事業所名 所在地 セグメントの名称 設備の内容 

投資予定額 
資金調達 

方法 

着手及び完了予定 

総額 
（千円） 

既支払額 
（千円） 着手 完了予定 

Kuriyama of 

America,Inc. 

本社 

米国イリノイ州 北米事業 

新基幹システ

ムの導入 

(注)２ 

172,383 165,383 自己資金 平成25年10月 平成27年９月 

クリヤマ㈱ 

本社 
大阪市淀川区 

産業資材事業 

建設資材事業 

スポーツ施設資材事業 

全社共通 

新基幹システ

ムの導入 

(注)３ 

304,853 6,424 
自己資金及

びリース 
平成25年６月 平成26年12月 

 （注）１.上記の金額に消費税等は含まれておりません。

２.設備計画の見直しにより投資予定額を79,042千円から172,383千円に、完了予定を平成26年12月から平成27年

９月にそれぞれ変更しております。

３.設備計画の見直しにより投資予定額を269,045千円から304,853千円に、完了予定を平成26年９月から平成26

年12月にそれぞれ変更しております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 36,800,000

計 36,800,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）

（平成26年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,150,100 11,150,100
東京証券取引所

市場第二部

権利内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式であり、単

元株式数は100株であります。

計 11,150,100 11,150,100 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成26年７月１日～

平成26年９月30日
－ 11,150,100 － 783,716 － 737,400

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年６月30日）の株主名簿より記載しております。

 

①【発行済株式】

平成26年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式           409,100
－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式        10,734,500 107,345 －

単元未満株式 普通株式             6,500 － －

発行済株式総数 11,150,100 － －

総株主の議決権 － 107,345 －

（注）「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式40株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成26年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称
 

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）
 

他人名義所有
株式数（株）
 

所有株式数の
合計（株）
 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

クリヤマ

ホールディングス㈱

大阪市淀川区西中島

１丁目12番４号
409,100 － 409,100 3.67

計 － 409,100 － 409,100 3.67

（注）第３四半期末現在の自己株式数は409,189株であります。

 

２【役員の状況】

  該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１ 四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。 

 

２ 監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平

成26年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成26年１月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 4,434,670 5,036,830 

受取手形及び売掛金 ※１,※３ 5,837,883 ※１ 6,074,177 

商品及び製品 6,098,940 7,045,106 

仕掛品 208,496 347,792 

原材料及び貯蔵品 599,475 633,506 

その他 650,807 620,245 

貸倒引当金 △20,993 △19,673 

流動資産合計 17,809,279 19,737,985 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 3,058,327 2,991,790 

その他（純額） 3,091,775 3,131,744 

有形固定資産合計 6,150,103 6,123,534 

無形固定資産    

のれん 60,013 58,200 

その他 488,997 598,868 

無形固定資産合計 549,011 657,069 

投資その他の資産 ※２ 4,507,485 ※２ 5,064,474 

固定資産合計 11,206,600 11,845,078 

資産合計 29,015,880 31,583,064 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 5,301,006 5,725,590 

短期借入金 1,228,886 1,250,000 

1年内返済予定の長期借入金 1,344,882 1,490,320 

未払法人税等 230,095 210,771 

賞与引当金 597 129,011 

その他 852,223 879,867 

流動負債合計 8,957,692 9,685,560 

固定負債    

長期借入金 2,710,794 2,876,830 

退職給付引当金 485,143 505,581 

役員退職慰労引当金 287,439 323,224 

資産除去債務 93,361 94,578 

その他 1,018,581 1,052,366 

固定負債合計 4,595,319 4,852,580 

負債合計 13,553,012 14,538,140 
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    (単位：千円) 

 
前連結会計年度 

(平成25年12月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成26年９月30日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 783,716 783,716 

資本剰余金 839,940 839,940 

利益剰余金 12,511,108 13,643,773 

自己株式 △124,343 △124,493 

株主資本合計 14,010,421 15,142,936 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 443,540 609,807 

繰延ヘッジ損益 － △2 

為替換算調整勘定 967,728 1,250,806 

その他の包括利益累計額合計 1,411,268 1,860,610 

少数株主持分 41,178 41,376 

純資産合計 15,462,868 17,044,923 

負債純資産合計 29,015,880 31,583,064 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    (単位：千円) 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年９月30日) 

売上高 26,430,731 29,362,665 

売上原価 19,389,370 21,602,743 

売上総利益 7,041,361 7,759,922 

販売費及び一般管理費 5,497,752 6,077,005 

営業利益 1,543,608 1,682,917 

営業外収益    

受取利息 11,017 10,533 

受取配当金 13,415 14,817 

為替差益 57,496 55,052 

持分法による投資利益 180,694 274,135 

その他 48,686 58,691 

営業外収益合計 311,309 413,230 

営業外費用    

支払利息 52,227 43,462 

その他 20,944 22,460 

営業外費用合計 73,171 65,922 

経常利益 1,781,747 2,030,226 

特別利益    

固定資産売却益 － 178 

特別利益合計 － 178 

特別損失    

固定資産除却損 942 1,408 

投資有価証券評価損 5,196 － 

ゴルフ会員権評価損 1,180 － 

特別損失合計 7,319 1,408 

税金等調整前四半期純利益 1,774,427 2,028,995 

法人税等 593,309 669,525 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,181,117 1,359,470 

少数株主利益 1,156 1,242 

四半期純利益 1,179,961 1,358,227 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 1,181,117 1,359,470 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 256,625 167,666 

繰延ヘッジ損益 △1,444 △2 

為替換算調整勘定 1,024,914 274,847 

持分法適用会社に対する持分相当額 52,838 6,830 

その他の包括利益合計 1,332,934 449,341 

四半期包括利益 2,514,051 1,808,811 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 2,512,895 1,807,569 

少数株主に係る四半期包括利益 1,156 1,242 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

    (単位：千円) 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年１月１日 

 至 平成25年９月30日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年１月１日 
 至 平成26年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前四半期純利益 1,774,427 2,028,995 

減価償却費 367,812 368,824 

のれん償却額 3,645 3,893 

持分法による投資損益（△は益） △180,694 △274,135 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,014 20,437 

貸倒引当金の増減額（△は減少） △25,022 △4,370 

受取利息及び受取配当金 △24,432 △25,350 

支払利息 52,227 43,462 

為替差損益（△は益） △19,526 △14,997 

売上債権の増減額（△は増加） 468,312 △111,755 

たな卸資産の増減額（△は増加） 46,290 △911,830 

仕入債務の増減額（△は減少） △132,058 382,776 

その他 △133,902 57,759 

小計 2,200,093 1,563,709 

利息及び配当金の受取額 86,021 98,288 

利息の支払額 △45,700 △40,801 

法人税等の支払額 △580,824 △734,435 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,659,590 886,760 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △465,000 △856,094 

定期預金の払戻による収入 465,000 856,094 

短期貸付金の増減額（△は増加） － △40,000 

有形固定資産の取得による支出 △367,967 △216,372 

有形固定資産の売却による収入 － 247 

無形固定資産の取得による支出 △48,785 △117,316 

投資有価証券の取得による支出 △4,458 △34,289 

関係会社出資金の払込による支出 △42,187 － 

その他 △4,011 △948 

投資活動によるキャッシュ・フロー △467,410 △408,679 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額（△は減少） △864,750 24,446 

長期借入れによる収入 1,500,000 1,500,000 

長期借入金の返済による支出 △1,202,410 △1,190,526 

自己株式の取得による支出 △2 △150 

配当金の支払額 △182,677 △225,430 

少数株主への配当金の支払額 △146 △1,040 

その他 △11,601 △18,438 

財務活動によるキャッシュ・フロー △761,589 88,861 

現金及び現金同等物に係る換算差額 209,921 35,218 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 640,511 602,160 

現金及び現金同等物の期首残高 3,818,744 3,904,670 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 4,459,256 ※ 4,506,830 
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【注記事項】

（追加情報）

法人税率の変更等による影響

 「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月31日に公布され、平成26年４月

月１日以後に開始する連結会計年度から復興特別法人税が課されないことになりました。これに伴い、繰延税金

資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は、平成27年１月１日に開始する連結会計年度に解消が見

込まれる一時差異については、従来の38.0％から35.6％となりました。

 この税率変更による影響額は軽微であります。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

※１ 手形債権流動化に伴う買戻し義務額

前連結会計年度
（平成25年12月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

161,250千円 81,561千円

 

※２ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

 
前連結会計年度 

（平成25年12月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成26年９月30日） 

投資その他の資産 178,476千円 175,994千円 

 

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。な

お、前連結会計年度末日が金融機関の休日であったため、次の前連結会計年度末日の満期手形が前連結会計

年度末残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成25年12月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成26年９月30日）

受取手形 4,743千円 ―千円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成25年１月１日
至  平成25年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成26年１月１日
至  平成26年９月30日）

現金及び預金勘定 4,989,256千円 5,036,830千円

預入期間が３ヵ月を超える定期預金 △530,000 △530,000

現金及び現金同等物 4,459,256 4,506,830
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年１月１日 至 平成25年９月30日）

   配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月27日

定時株主総会
普通株式 182,598 17 平成24年12月31日 平成25年３月28日 利益剰余金

 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年９月30日）

   配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月28日

定時株主総会
普通株式 225,561 21 平成25年12月31日 平成26年３月31日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成25年１月１日 至 平成25年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注１） 

合計 
調整額 
（注２） 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注３） 

 
北米 
事業 

産業 
資材事業 

建設 
資材事業 

スポーツ 
施設資材 
事業 

合計 

売上高                  

外部顧客へ

の売上高 
13,690,718 5,724,948 4,526,033 1,291,608 25,233,308 1,197,423 26,430,731 － 26,430,731 

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高 

9,654 489,980 228 － 499,863 96,255 596,118 △596,118 － 

計 13,700,372 6,214,928 4,526,261 1,291,608 25,733,171 1,293,678 27,026,850 △596,118 26,430,731 

セグメント

利益 
1,240,092 598,729 107,101 95,725 2,041,648 12,722 2,054,370 △510,762 1,543,608 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その主なものはホテル事業
及び中国事業であります。

２．セグメント利益の調整額△510,762千円には、セグメント間取引消去4,338千円及び各報告セグメントに
配分していない全社費用△515,100千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属
しない販売費及び一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成26年１月１日 至 平成26年９月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

                （単位：千円） 

  報告セグメント 
その他 
（注１） 

合計 
調整額 
（注２） 

四半期連結 
損益計算書 

計上額 
（注３） 

 
北米 
事業 

産業 
資材事業 

建設 
資材事業 

スポーツ 
施設資材 
事業 

合計 

売上高                  

外部顧客へ

の売上高 
15,939,466 5,980,831 4,999,281 969,053 27,888,633 1,474,032 29,362,665 － 29,362,665 

セグメント

間の内部売

上高又は振

替高 

9,584 736,927 － － 746,512 116,386 862,899 △862,899 － 

計 15,949,051 6,717,759 4,999,281 969,053 28,635,145 1,590,419 30,225,565 △862,899 29,362,665 

セグメント

利益 
1,466,510 540,128 181,965 31,414 2,220,018 116,738 2,336,757 △653,839 1,682,917 

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、その主なものはホテル事業
及び中国事業であります。

２．セグメント利益の調整額△653,839千円には、セグメント間取引消去1,198千円及び各報告セグメントに
配分していない全社費用△655,038千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属
しない販売費及び一般管理費であります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
 
２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成25年１月１日
至 平成25年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成26年１月１日
至 平成26年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 109円85銭 126円45銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 1,179,961 1,358,227

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 1,179,961 1,358,227

普通株式の期中平均株式数（千株） 10,741 10,740

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 

平成26年11月13日

クリヤマホールディングス株式会社 

取締役会 御中 

 

新日本有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 増田  豊   印 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 和田林 一毅  印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい
るクリヤマホールディングス株式会社の平成26年１月１日から平成26年12月31日までの連結会計年度の
第３四半期連結会計期間（平成26年７月１日から平成26年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間
（平成26年１月１日から平成26年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸
借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書
及び注記について四半期レビューを行った。 
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠
して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚
偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整
備及び運用することが含まれる。 
 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結
財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し
て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比
べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
 
監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般
に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、クリヤマホールディングス株式会
社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計
期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重
要な点において認められなかった。 
 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな
い。 

 

以 上
 

(注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


